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参考資料 ２ 

経済効果推計手法及び事例について 
 

観光への経済効果は、基本的に入込客数、観光消費額、域内調達率により求めることができ、

それぞれに変化があった場合には経済効果にも影響が生じる。例えば、ある観光地への交通の便

の向上や観光施設の整備などによる入込客数の増加、滞在期間が延長されることによる観光消費

額の増加、土産品や食料品の原材料調達の域内化などによる域内調達率の増加は、観光への経済

効果を増加させることを意味する。 
観光への経済効果の推計手法には主に、産業連関表1を用いて推計する方法と乗数理論2を利用

する方法がある。 
 
① 産業連関表を用いた手法 
産業連関表は国や県レベルで整備されており、前者の手法は主に国や県レベルで多く採用され

ている。（財）日本観光協会が 2000 年に作成した「観光地の経済効果推計マニュアル」(2000)は、

市町村レベルを対象としており、都道府県の産業連関表を市町村レベルに流用して経済波及効果

まで推計する方法が紹介されている。本マニュアルによると、図 １のような流れで推計を行うこ

ととしている。 
 

                                                  
1 経済活動は、産業相互間、あるいは産業と家計などの間で密接に結びつき、互いに影響を及ぼし合

っており、このような各産業の投入と産出に関する経済取引を特定の１年間について一覧表にしたも

の(総務省HP：http://www.stat.go.jp/data/io/index.htmより) 
2 一度発生した投資は第 2 次、第 3 次というように波及的な効果を及ぼしていく、という連鎖に注目

して波及効果を推計すること。なお、「乗数」とは、観光消費額と（観光消費額を含む）波及効果の総

額との比率のことをいう。乗数が高いほど波及効果が高く、観光消費が効果的に地域経済に波及して

いることを示す。（国土交通省観光局, 2003） 
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図 １ 「観光地の経済効果推計マニュアル」に記載されている推計の流れ 

 
青森県では、産業連関表を利用して、2004 年に県内の観光への経済波及効果の推計を実施して

いる。以下に、実施されたアンケート及び結果の概要を示す。 
 

＜実施したアンケート＞ 
① 観光消費額アンケート調査 
時期：各季節の平日と週末の各 1 日 
手法：主要観光施設 20 箇所で手渡し。返信用封

筒により回収。 
対象：観光以外に商用、帰省、家事（冠婚葬祭

等）目的での来訪者を含む。調査施設の

所在する市町村の住民を除く。 
項目：観光客属性、旅行目的、旅行内容、立寄

先、消費額等 
サンプル数：年間 15,317 票（有効回答票数

3,737） 

② 観光事業者アンケート調査 
時期：2004 年 10 月下旬～12 月 
手法：質問票によるアンケート（郵送） 
 
対象：青森県内観光事業者 1,002 の事業所 
 
 
項目：原価構成、仕入先、県内調達率向上への

課題、人材育成の状況等 
サンプル数：有効回答票数 318 票 
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＜結果＞ 

 

＜シミュレーション＞ 
「県外客が 100 万人増加した場合」と「日帰り客の半分が宿泊客になった場合」の 2 ケースに

ついて経済効果をシミュレーションした結果が示されている。 
 

 
 

(青森県観光推進課( 2004)) 
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② 乗数理論を用いた手法 
乗数理論を利用する手法は、事業者等を対象にアンケート調査を実施し、各種指標を取得して

行うため、市町村レベルであっても適用可能である。国土交通省観光局が、2003 年に取り纏めた

「観光消費が地域経済に及ぼす影響の推計手法に関する検討調査」(2003)では、乗数理論を利用

した市町村レベルの経済波及効果の推計方法を示しており、同時に「波及効果推計支援システム」

を開発し、経済波及効果推計普及の支援をしている。 
この中で、波及効果の全体像が図 ２のように整理されている。図 ２で「入力情報」として必

要となる「観光客の数量と消費金額」・「観光関連事業者の売上高の内訳」・「流通と雇用」は、ア

ンケート調査等を実施して入手する情報が多く、最も多くのコストや時間を要する段階であると

いえる。 
 

 

図 ２ 「観光消費が地域経済に及ぼす影響の推計手法に関する検討調査」に記載されている推計の流

れ 

 
（社）宮古観光協会は、上記資料に示される手法を用いて、2005 年に宮古圏域における観光に

よる経済波及効果を推計している。以下に、実施されたアンケート及び結果の概要を示す。 
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＜実施したアンケート＞ 
対象：宮古圏域の事業所 
実施期間：2004 年 11 月 
配布方法：郵送による配布・回収 
サンプル：約 1500 ヶ所に送付し、回収率約 4％であった。 
＜アンケート票＞ 

 
＜結果＞ 

 
(宮古観光協会(2005)) 
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